
 

 

平成２２年１０月１３日 

 

「ＢＯＰビジネス支援センター」を設立しました 

～チャンスは世界に！日本企業等のＢＯＰビジネス参入を総合的にサポートします～ 

 
   
経済産業省は、ＢＯＰビジネス（注）を総合的に支援する仕組みとして、本日、

「ＢＯＰビジネス支援センター」を設立しました。本支援センターは、企業・

ＮＧＯ／ＮＰＯ・国際機関・支援機関等を会員とし、日本企業等によるＢＯＰ

ビジネスの促進を目指します。 
 

 （注）途上国のＢＯＰ層（Base Of the economic Pyramid の略。一人当たり年間所得が

２００２年購買力平価で３，０００ドル以下の階層）を対象としたビジネスモデル 

 
１．概要 
ＢＯＰビジネスは、我が国企業の海外進出・新規市場獲得の観点とともに、

現地の貧困や衛生などの様々な社会課題の解決に資することからも注目されて

います。本日、経済産業省はこのＢＯＰビジネスを総合的に支援する仕組みと

して、「ＢＯＰビジネス支援センター（英語名：Japan Inclusive Business Support 

Center）」を設立しました。本支援センターは、企業・ＮＧＯ／ＮＰＯ・国際機

関・支援機関等を会員とし、日本企業等によるＢＯＰビジネスの促進を目指し

ます。 
 
２．会員登録方法 
 以下のポータルサイトより御登録下さい（無料）。 
http://www.bop.go.jp 

 
３．具体的なサービス内容 
①ポータルサイトによる一元的情報提供 

支援施策・制度 政府関係機関によるＢＯＰビジネスに関連する支援施策・制度 

支援センター関係組織 支援センターに協力いただいている組織名・連絡先 

マッチング支援 ＢＯＰビジネスにおける多様な関係者間のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ形成に関する情報 

イベント情報 政府関係機関が主催・共催・後援等を行うＢＯＰビジネスに関連するイベント情報  

国別情報／報告書等 政府関係機関が公表している国別情報やＢＯＰビジネスに関連する 

調査報告書（ＢＯＰ層の潜在ニーズ、先行事例、Ｆ／Ｓ調査等） 

運営協議会 運営協議会関連の資料や実施概要 

メールマガジン 関連最新情報等に関する会員向けメールマガジン 

http://www.bop.go.jp/�


 

 

②マッチング（関係者間の情報交換・連携促進）支援 

会員間の情報交換や企業と現地ＮＧＯや支援機関等のパートナーとの連携

促進の支援 

 

③相談窓口 

お問い合わせに対する支援センター、ジェトロ、ＪＩＣＡ等の連携による対

応 

 
４．実施体制 

 
 
 
                      
 

事務局
（経済産業省（委託先を含む））

相談窓口

マッチング（関係者間の情報
交換・連携促進）支援

ポータルサイトによる
一元的情報提供運営協議会

（産学の有識者、民間企
業・団体、政府機関等）
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支援
機関

等

ＢＯＰビジネス支援センター

○経済産業省

・実証事業 ・研究協力事業
・産業人材育成事業（専門家派遣、受入研修） 等

○ジェトロ

・ＢＯＰ層潜在ニーズ調査 ・先行事例調査 ・普及セミナー開催 等

○ＪＩＣＡ

・協力準備調査（ＢＯＰビジネス連携促進） 等

主な関連公的支援施策

事業内容に
関する助言

支援センター
サービスの提供

在外日本政府
機関

国際的プラット
フォーム

補完
連携連携
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